
特集 働き方改革の推進に向けて

将来的には，登録情報を基にした技能者の能力
評価基準の策定やきめ細かな賃金体系の検討を進
める予定である。また，厚生労働省とも連携し，
システムを活用した技能者の処遇改善施策も検討
することとしている。
今後は，システムへの登録手続きや利用方法の
説明会を開催し，準備が整い次第，登録申請の受
付を開始する予定である。システムの運用開始後
は，1年で約 100 万人の技能者の登録，開始後 5
年を目途に全ての技能者の登録を目指し，国土交
通省としても，今後も建設業関係団体等と協力し
ながら，システム稼働に向けて引き続き取り組ん
でいく。

②　教育訓練の充実強化
技能労働者の育成に関しては，若年者の減少に
加え，教える側と教えられる側の世代間ギャップ
といった課題もあり，中小企業の多い専門工事業
者等では，個社で教育訓練を実施することが難し
くなっている。このような状況の中で，将来を担

う人材を育成していくためには，これまで以上
に，体系的・実践的な教育訓練が重要となってき
ている。
個々の職場のOJT では難しい基礎的・体系的
な，また現場に則した訓練等を実施してきた富士
教育訓練センターにおいて，この度，共用棟・宿
泊棟の建替工事が完了した。現在，本館・教室棟
の建替工事が進められており，同センターが建設
産業の教育訓練の中核的な役割を果たすことがま
すます期待されている。
また，地域の専門工事業者等が協力して職人を
育成する動きも全国で進められている。現在，
（一財）建設業振興基金と共同で地方の人材育成
の活動に対し支援を行っているところであり，引
き続き各地の優れた取組みの支援と，ノウハウの
展開に努めていく（図－ 6）。

⑶　若者・女性の活躍
平成 26 年 8 月に，建設業 5団体と国土交通省
が「もっと女性が活躍できる建設業行動計画」を

図－ 6　民間発意の職人育成塾設立の意義
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共同で策定し，女性の更なる活躍を建設業の国内
人材確保・育成策の柱の一つに位置付け，官民一
体となった取組みを開始した。国土交通省では，
平成 28 年度に，女性職員を採用する経営者向け
のセミナーや女性リーダー育成プログラムを実施
するとともに，自身の進路を決めようとする女
性・若者等に建設業の魅力を発信するため，「建
設業女性活躍キャンペーン」を展開した。平成
29 年度は，女性の活躍に向けて取り組む建設企
業等が抱える具体的な課題を相談窓口にて受け付
け，相談内容に応じて適切な専門家が課題解決の
支援を実施する。併せて，女性の活躍に向けて取
り組む建設企業等の代表者等による意見交換会と
して，全国会議と地域単位のブロック会議を開催
し，各企業の取組みやコンサルティング支援での
事例を共有し，女性活躍推進に向けて求められる
こと等を議論する予定である（図－ 7）。
また，平成 25 年 8 月に「建設産業戦略的広報
推進協議会」を設置し，建設業界・学識者・行政
が連携して継続的な情報発信を行っている。具体

的には，①総合ポータルサイト「建設現場へ
GO！」の企画・運営，②小中高校生向けの学校
キャラバンの実施，③毎年夏の「子ども霞が関見
学デー」への参加等を通じて，建設産業に対する
イメージ向上や，将来の就職先を考える若者への
PR 強化を行っている。平成 29 年度は，地方で
も小中高校生に建設業に接し，体験していただく
機会を設けるため，学校キャラバンの全国展開を
開始する予定である（図－ 8）。

⑷　働き方改革の推進
建設業は，他産業と比較して，就業規則等で定
められた年間所定内労働時間が長い傾向にある
（建設業 1,918 時間，全産業 1,609 時間）（厚労省
「毎月勤労統計調査」）。また，建設業の平均的な
休暇日数は 4.60 日 /4 週となっている（日建協「時
短アンケート」）。建設業は，他産業と比較して，
年間所定外労働時間に大きな差はない（建設業
160 時間，全産業 132 時間）（厚労省「毎月勤労
統計調査」）が，大手ゼネコンの技術者の所定外

図－ 7　建設業における女性の活躍が，更なる女性の活躍を生む『好循環』へ
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労働時間は，外勤では約 80 時間 / 月（約 960 時
間 / 年），内勤では約 40 時間 / 月（約 480 時間 /
年）と長い（日建協「時短アンケート」）。
今般，総理，関係閣僚及び有識者から構成され
る「働き方改革実現会議」において，「働き方改
革実行計画」が策定され（平成 29 年 3 月 28 日），
長時間労働の是正を図る観点から，時間外労働に
ついて罰則付きの上限規制が導入されることとな
り，建設業についても，改正法施行の 5年後に，
他産業と同様の上限規制を適用することとなった。
建設業についての労働時間規制の見直しのポイ
ントは，①十分な猶予期間の設定，②災害時の復
旧，大雪時の除雪等に支障が生じないような制度
設計，③発注者の理解と協力を得るための仕組み
である（図－ 9）。
今後の取組みとしては，この「働き方改革実行
計画」に基づき，適正な工期設定，適切な賃金水
準の確保，週休 2日の推進等の休日確保に向け，
発注者を含めた関係者で構成する協議会を設置
し，制度的な対応を含め，時間外労働規制の適用

に向けた必要な環境整備を進め，併せて業界等の
取組みを支援する予定である。また，技術者・技
能労働者の確保・育成やその活躍を図るための，
制度的な対応を含めた取組みを進め，施工時期の
平準化，全面的な ICT の活用，書類の簡素化，
中小建設企業への支援等による生産性の向上に取
り組んでいく予定である。

⑸　建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進
平成 28 年 12 月に成立・公布され，平成 29 年
3 月に施行された「建設工事従事者の安全及び健
康の確保の推進に関する法律」に基づき，「建設
工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的
な計画」が平成 29 年 6 月に閣議決定された（図
－ 10）。この基本計画は，建設工事従事者安全健
康確保推進会議及び専門家会議の議論等を踏まえ
て策定されたものである。
この基本計画においては，法律で規定している
基本理念について，より具体的に基本的な方針と
して明記している。

図－ 8　学校キャラバンの開催実績・プログラム事例
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図－ 9　建設業における時間外労働規制の見直し

図－ 10　建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画
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この基本的な方針を実現するために政府が総合
的かつ計画的に講ずべき施策としては，安全及び
健康の確保に関する経費の適切かつ明確な積算を
行い，下請負人まで確実に支払われるような実効
性のある施策を検討・実施することとし，また，
安全及び健康に配慮した工期として，休日等の日
数を確保するなど適切な工期が定められる等の環
境を整備することとしている。また，一人親方等
については，業務中に被災した災害を的確に把握
した上で，安全衛生に関する知識習得等を支援す
ることとし，併せて，労災保険に特別加入してい
ない者の実態を把握し，積極的な加入促進を徹底
することとしている。さらに，建設業者等による
自主的な取組みの促進については，災害事例の分
析の充実や安全衛生活動の取組みの公開等を通じ
た建設業者の活動に対する支援，建設工事完了時
等における建設業者の安全衛生管理を評価する取
組みの促進，建設業者等による自主的な研修会・
講習会等の取組みの促進，安全性の点検・パトロ
ールを行う者の能力向上や労働安全・衛生コンサ
ルタント等の活用，元請負人と下請負人との立場
の違いを超えた連携等を促進することとしている。
上記の他，安全及び健康の確保に関する施策を
総合的かつ計画的に推進するために必要な事項と

して，社会保険等の加入の徹底，建設キャリアア
ップシステムの活用推進，働き方改革の推進，労
働安全衛生法令の遵守徹底等，2020 年東京オリ
ンピック・パラリンピック競技大会に向けた先進
的な取組みを進めることとしている。
また，施策の進捗状況に関して，基本計画策定
後 2〜 3年目に調査等を行った上で，基本計画に
検討を加え，必要があると認めるときには，速や
かにこれを変更することとしている。
今後，厚生労働省等の関係機関や業界団体等と
も連携して，この基本計画に基づいて，建設工事
従事者の安全及び健康の確保の推進を図るための
施策を進めていく。

3.　おわりに

建設産業の担い手を確保・育成し，定着させて
いくためには，継続的に施策を展開していくこと
が必要である。これからの建設産業を支える若年
層にとって，建設産業がより魅力的な産業になる
よう，引き続き官民挙げて取り組んでいく考えで
ある。
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